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"IBM社における「米国」
地域セグメント財務情報について'’
末政芳信
1. はしがき
米国においては，財務会計基準書 (SFAS)第14号の適用により，それに
該当する会社が1977年12月決算期より，セグメント財務情報を財務諸表の部
において制度的に開示している％
財務会計基準書第14号は，基本財務諸表に組み入れるべきセグメント財務
惜報として，次の種類に関するものを基本的なものとしてあげている 2)。
a)その企業の異なった産業 (industry)における事業 (operations)
b)その企業の在外事業 (foreignoperations)および輸出売上 (export
sales) 
C)その企業の主要な顧客 (majorcustomers) 
これら 3種類に関するセグメント情報の開示を基本財務諸表の性質をもっ
それと一体としての財務情報として取り扱うことが財務会計基準書 (SFAS)
第14号の要求である。従って， セグメント財務情報は， 本来， このような
a)産業ないし事業の種類別セグメント情報， b)地域別セグメント情報， c)
主要な顧客に関する情報の 3種類のものを，一組一体のものとして開示すべ
きものとしてる。
1)この問題については拙著を参照されたい（拙著「IBM社のセグメント財務情報
ーその開示と財務分析ー』（同文館 1993年）第2章，第3章参照）。
2)拙著『前掲書」 23,24頁参照。
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しかし，本稿では， b)地域別セグメント情報に焦点を絞り， a)事業の
種類別情報およびC)主要な顧客に関する情報の課題について取り上げない
ことにしたい。それはa)事業の種類別情報と， c)主要な顧客に関する情
報が重要でないということを意味していない。本稿では，特に，地域別セグ
メント情報 (geographicareas segment information)が提供する財務情
報の内容が，いかなる性質のものであるかを，調べることを主要な課題とし
たいからである。
また，それはわが国のセグメント情報開示制度でも，その適用実施が一番
遅くなっているのが地域別セグメント情報の開示であることにも，注目した
いからである。
わが国では，平成5年3月の開示省令及び連結財務諸表規則等の改正によ
り，セグメント情報の開示に関する種々の改正が行われた。それは，わが国
において (1)セグメント情報の会計監査の適用は平成5年4月1日以降開始
連結会計年度からである。 (2)在外損益情報の開示は平成6年4月 1日以降
開始連結会計年度からであり， （3)事業の種類ごとの資産等に関する情報開
示は平成7年4月1日以降開始連結会計年度からである。最後に，（4)地域
別セグメント情報の開示が平成9年4月 1日以降開始連結会計年度から適用
されることになっている。
この地域別セグメント情報の開示の実施がわが国において一番遅くなった
のは，地域別セグメント情報がもたらす情報内容が，わが国の企業側にとっ
て不利益を蒙ることになると恐れられているからだと思われる。ここでは，
そのような性質をもつ地域別セグメント情報の開示が，投資家サイドからみ
てどのように理解できるか，またそれにより，どのような財務分析が可能で
あるかを探ることを基本目的としている。
本稿では，その目的のため，素材を，現在地域別セグメント情報を開示し
ている米国の実態より学ぶことを考え，その具体的な手掛りとして，米国の
財務会計基準書第14号を適用実施している IBM社の1977年度から1992年度
までの16カ年間のセグメント情報の開示資料が，手許に入手できていること
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に求めたものである。
とりわけ， IBM社の連結財務情報のうち， 地域別セグメント情報により
「米国」地域セグメントが，全地域区分別合計に対していかなる役割を果し
ているか，また年度経過的発展過程で，それがどのような状況のもとにおか
れているかをみたいからである。
2. IBM社の別地域セグメント財務情報開示の状況
IBM社は1977年度から財務会計基準書第14号の適用により， （a)事業区
分別セグメント情報と，（b)地域別区分セグメント情報を開示し，それが今
日に至っている。ただし，主要な顧客に関する情報は財務会計基準書第14号
の規程に該当しないものとして開示されていない。
地域別区分セグメント情報について，株主宛年次報告書における1992年度
分の開示をみると， 連結財務諸表の注記の部に，「セグメント情報」の小タ
イトルで，「事業分野別， 同種製品・サービス分類別の総収益」の明細表を
まず開示し，その説明を行なっている。ついで，地域別区分の財務情報の明
細表を開示している。これが地域別区分セグメント財務情報である。
この1992年度の地域別区分セグメント財務情報を， 1992年度の株主宛年次
報告書の連結財務諸表の注記の部より引用すると，次の図表 1である（株主
宛年次報告書65頁より引用）。
上記図表 1の所には，それに関連して次の説明がその下部に付されている。
「米国およびカナダにおける販売およびサービスは，単一企業である IBM
ノース・アメリカによって経営されている。しかし，財務会計基準書第14号
「企業のセグメント別財務報告」に基づいて，米国は独立した地域として報
告されている。カナダの事業は「南北アメリカ」の地域分類に含まれてい
る。
現地通貨を用いる経済環境で事業活動を営む米国外子会社は，当社の米国
外総収益の約90％を稼得している。残り10％は米ドルで事業活動を行うか，
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図表1 地域別区分財務報告 （単位：百万ドル）
地域別区分 I 1992年＊ I1991年＊tI 1990年t
米国
総収益ー得意先 24,633 24,427 27,106 
地域間振替 7,524 7,668 6,195 
合計 32,157 32,095 33,301 
当期純利益 (5,545) (2,443) 1,445 
12月31日現在の資産 42,109 43,417 43,542 
ヨーロッパ／中東／
アフリカ
総収益ー得意先 24,971 26,114 27,197 
地域間振替 1,154 838 976 
合計 26,125 26,952 28,173 
当期純利益 (1,728) 1,256 2,955 
12月31日現在の資産 26,770 30,725 30,689 
アジア・太平洋
総収益ー得意先 9,672 9,275 9,544 
地域間振替 1,875 1,680 1,496 
合計 11,547 10,955 11,040 
当期純利益 126 469 1,136 
12月3113現在の資産 12,837 13,241 8,646 
南北アメリカ
総収益ー得意先 5,247 4,950 5,084 
地城間振替 3,452 3,932 1,615 
合計 8,699 8,882 6,699 
当期純利益 157 204 4,181 
12月31日現在の資産 6,990 7,121 6,357 
消去
総収益 (14, 005) (14, 118) (10,282) 
当期純利益 125 (84) 13 
資産 (2,001) (2,031) (1,666) 
連結
総収益 64,523 64,766 68,931 
当期純利益 (6,865) (598) 5,967 
12月31日現在の資産 86,705 92,473 87,568 
＊法人所得税 (1992年）と年金以外の退職後給付 (1991年）に関す
る会計処理変更による移行時の影響考慮前の当期純利益。
t米国公認会計士協会のステートメント。オブ・ポジション「ソフ
トウェア収益の認識」に基づき修正再表示されている。
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経済環境が高率インフレーションにある国で活動する子会社・支社から得ら
れたものである。
ヨーロッパ／中東／アフリカ地域では， 1992年， 1991年， 1990年とも総収
益の約95彩をヨーロッパでの事業活動が占めている。
地域間振替の内容は， 主に完成機械， 半製品， 部品，ソフトウェアであ
る。完成機械，半製品，部品の振替は通常，原価に適正なサービス料を加え
た価格で行われている。ソフトウェアの振替は，米国外の子会社が支払った
特許権使用料を示している。輸入地域において資産計上され，減価償却され
る。各地域間の売掛金，サービス料の未償却部分，未償却サービス料の当期
中の純増減額は，連結決算上消去されている。」（株主宛年次報告書65頁）
図表1のように， 1992年度の地域別セグメント財務情報の開示では， 1992
年度分， 1991年度分及び1990年度分の 3カ年分が開示されている。この開示
は1991年度以前も原則としてこれと同じである。
1977年度に初めて地域別区分セグメント情報が開示されて以降の変遷の概
要をみると， 1977年度から1985年度までの 9カ年間は，「米国」地域，「ヨー
ロッパ／中東／アフリカ」地域及び「南北アメリカ／極東」地域の 3地域セ
グメントの区分表示であった。それが1986年度から「米国」地域，「ヨーロ
ッパ／中東／アフリカ」地域，「アジア／太平洋」地域及び「南北アメリカ」
地域の4地域セグメントの区分表示に変ってきている。なお 1986年度分で
は， 1984年度及び1985年度の3地域セグメントの区分表示から修正再表示
(restate)され， 4地域セグメントの区分表示に変更されている。この4地
域セグメントの区分表示は，引続き1992年度まで，それが同じく続いている
のが現状である。
1977年度から1992年度までの16カ年間の数値を，あとで比較分析するため
に，各年度の利用する具体的な数値を確定する必要がある。筆者は，種々の
点を配慮し，次の株主宛年次報告書により， 3地域区分表示の各年度分のセ
グメント情報数値を利用することにした。
01979年度年次報告書_1977年度， 1978年度及び1979年度数値，
印 (822)
地域別区分
米国
総収益ー得意先
地域間振替
合計
当期純利益
12月31日現在の資産
ヨ中ー東ロ／ッアパフ／リカ
総収益ー得意先
地域間振替
合計
当期純利益
12月31日現在の資産
西北アメリカ／極東
総収益ー得意先
地域間振替
合計
当期純利益
12月31日現在の資産
消去
総収益
当期純利益
資産
連結
総収益
当期純利益
12月31日現在の資産
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図表2 地域別区分財務報告 （単位：百万ドル）
11983年 |1982年 |1981年 1980年 |1979年 |1978年 |1977年
23,127 19,028 15,088 12,426 10,619 10,036 9,008 
2,275 1,875 1,857 1,615 1,101 830 675 
25,402 20,903 16,945 14,041 11,720 10,866 9,683 
3,296 2,766 2,094 1,725 1,612 1,560 1, 503 
23,083 19,028 16,022 13,737 12,631 10,097 10,007 
11,324 10,260 9,312 9,932 8,837 7,778 6,391 
235 337 383 491 531 392 284 
11,559 10,597 9,695 10,423 9,368 8,170 6,675 
1,580 1,196 758 1,511 1,082 1,124 889 
10,011 9,197 9,499 9,573 8,987 7,876 6,650 
5,729 5,076』 4,670 3,855 3,407 3,262 2,734 
728 651 659 450 410 304 250 
6,457 5,727 5,329 4,305 3,817 3,566 2,984 
562 450 470 398 355 460 344 
5,110 4,925 4,650 3,975 3,358 3,145 2,593 
(3,238) (2,863) (2,899) (2,556) (2,042) (1,526) (1,209) 
47 (3) (14) (72) (38) (33) (17) 
(961) (609) (585) (582) (446) (347) (272) 
40,180 34,364 29,070 26,213 22,863 21,076 18,133 
5,485 4,409 3,308 3,562 3,011 3,111 2, 7191 
37,243 32,541 29,586 26,703 24,530 20,771 8,978 
“IBM社における「米国」地域セグメント財務情報について”（末政） （823)51 
図表3 地域別区分財務報告 （単位：百万ドル）
地域間振替 1. 524 I 1.6681 6, 195 ! 5,476 I 4.951 I 3,994 I 3,058 I 3.487 ・1 3. 014 
~l~'---1--1-1---1-
合計• 32, 151 I 32,095 I 33,301 I 31,221 I 30,211 I 28,931 I 28,420 I 31,998 I ao.445 
譴 1純利益 (5, 545)1 c2. 443)1 1. 445 I (325)1 1,408 I 1.936 I 1,603 I 3,450 I 3.981 
12月 311'1 現在の如~i)偕 42. 109 I 43,411143,542 I 41,635 I 39,245 I 30,810 I 31,414131,886 I ・28,394 
- --- - - - --．．- ----
；ラ昇パ／1|凍／ 1 
総収益ー得麟 24,971 I 26,114 I 21. 197 I 2s. 110 I 21, Goo I 19,297 I 1.018 I u. 065 I 1.996 
地域間振替 1 1, 154 838 976 1, 101 955 1,008 696 520 363 
• I 
合計.. I 26,125126, 952128. 173124, 271 122, 555120. 305117, 774114, 585112, 359 
12月31日現在の資産 9 26,770 | 30,725 1 30,689 24,732 22,745 1 23.884 19, 145 14.341 9,864 
当期純利益 o. 12s)i 1. 256 I 2,955 I 2.676 I 2.349 I 2.209 I 2.267 I 2.104 I 1.873 
| 
アジア／太平洋
総収益ー得意先 9,672 I 9_,215 I 9,544 I 9,202 I 8,824 I 6,ss2 I 5,883 I 4,524 I 3.696 
地城間振替 1,875 I 1,680 I 1,496 I 1,673 I 1,837 I 1.431 I 862 I 627 I 567 
ー・
合計 11,547 I 10,955 I 1.040 I 10,875 I 10,661 I 8,283 I 6, 745 I 5,151 I 4,263 
当期純利益 126 I 469 I 1,136 I 1,296 I 1,394 I 780 I 693 I 572 I 436 
12月31日現在の没産 12, 837 13, 241 8, 646 7, 666 7, 633 6, 396. 4, 846 3, 985 2, 555 
南北アメリカ
総収益ー得意先 5,241 I 4.950 I 5,084 I 4.593 I 3.937 I 3,131 I 2.921 I 2.956 I 2.874 
地域間振替 3,452 I 3,932 I 1.615 I 1.461 I 1.290 I 850 I 738 I 824 I 811 
合計 s. 699 I 8,882 I 6,699 I 46,054 I 5,221 I 3,981 I 3,665 I 3,780 I 3,691 
当期純利益 157 I 204 I 418 I 173 I 328 I 341 I 314 I 406 I 283 
12月31H現在の沢産 6,990 I 7,121 I 6,357 I 5,395 I 4,915 I 4,183 I 3,613 I 3,518 I 3,152 
消去
総収益
1 | - I 
(1(005):(14, 118):(10, 282)1 (9, 711)1 (9, 033)1 (7, 283)! (5, 354)1 (5, 458)1 (4,821) 
当期純利益 125 I (84)1 13 I (62)1 12 I C8l 2 I 23 I 9 
資産 (2, 001)1 (2. 031)1 (1, 666)1 (1, 694)1 (1, 501)1 (1, 650)1 Cl. 264)] (1, 096)1 Cl. 157) 
_1~1-~ 
連結
総収益 64,523 I 64. 766 I 68,9・31 I 62, 110 I 59,681 I 54.211 I 51,250 I 5o, 056 I 45,931 
当期純利益＊ （6, 865)1 C598)1 5,967 1 3, 758 1 ・ 5,491 1 5,258 1 4, 789 1 6,555 1 6,582 
12月31日現在の資産 86, 705 ! 92,473 I 87,568 I 77,734 I 73,037 I 63,688, 57,814 I 52,634 I 42,808 I ----... 
＊これはP/L上の会計基準変更前の当期純利益である。
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01981年度年次報告書ー→•1980年度及び1981年度数値，
01983年度年次報告書-1982年度及び1983年度数値，
これらの1977年度から1983年度までの地域別区分財務数値をまとめたもの
が， 50頁の図表2である。
さらに，次の株主宛年次報告書より 4地域区分表示の各年度分のセグメン
ト情報数値を利用することにした。
01986年度年次報告書ー→•1984年度， 1985年度及び1986年度数値，
01987年度年次報告書―→►1987年度数値，
01989年度年次報告書-1988年度及び1989年度数値，
01992年度年次報告書-1990年度， 1991年度及び1992年度数値，
これら1984年度分から1992年度分までの数値を一表にまとめたものが， 51
頁の図表3である。
3. 地域別セグメント財務情報にもとづく
「米国」地域セグメントの役割
地域別セグメント財務情報は，一面，企業の国際化・多国籍化の度合を知
らせるものとしても，有用と考えられるであろう。
IBM社は数十年前から多国籍企業として世界的な規模でビジネスを行な
ってきたと一般にいわれている。ここでは，地域別セグメント財務情報が公
表されることになった1977年度以降，米国におけるビジネスが全世界に亘る
ビジネス活動の中でどのような役割を果してきたか， IBM社の各年度経過
の推移を調ぺることは興味ある課題である。
IBM社の地域別セグメント財務情報の各年度の数値は， 前述の図表2及
び図表3によって 1977年度から， 1992年度までの16カ年分を知ることがで
きる。
しかし，各年度末の各地域の固有資産残高数値は，年度末の一定時点の数
値であり，それのみでもって全世界に占める各地域セグメントの資産ウェイ
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トをみることは適当と思われない。そのため，次節以降で取り上げる資本利
益率分析にも必要な固有資産期中平均残高を，まず算出することから始めな
ければならない。
固有資産期中平均残高の算出は，企業の部外者では期首金額と期末金額の
平均数値を用いざるをえない。そこで， IBM社の地域別セグメント財務情
報における固有資産の期中平均残高の算出にあたっても，この方法を用いる
ことにした。その具体的な算出過程の記述は拙著1)にゆずることにし，その
算出数値の一覧表を示すと，次の図表4の如くである。
この固有資産期中平均残高が決まれば，前述の図表2及び図表3の「総収
益」及び「純利益」の数値によって， 資本利益率が算出可能となる。 しか
し，各地域別セグメントの資本利益率を算出し，それを比較分析する前に，
図表4 各年度の固有資産期中平均残高 （単位：百万ドル）
摘要米国 パアヨ／ーフ中ロリ東カッ／ 
アジア／ 南北 南北アメ 地域別区 連結
太平洋 アメリカ 極リ カ東／ 分合計 総資産
1977年度 10,088 6,132 2,406 18,626 18,351 
1978年度 10,052 7,263 2,869 20,184 19,874 
1979年度 11,364 8,432 3,251 23,047 22,651 
1980年度 13,184 9,280 3,667 26,131 25,617 
1981年度 14,880 9,536 4,313 28,729 28,145 
1982年度 17,525 9,348 4,787 31,660 31,063 
1983年度 21,056 9,604 5,018 35,678 34,892 
1984年度 25,739 9,938 2,421 2,987 (5,408) 41,085 40,025 
1985年度 30,140 12,103 3,270 3,335 (6,605) 48,848 47,721 
1986年度 31,680 16,743 4,416 3,565 (7,981) 56,404 55,224 
1987年度 31,172 21,515 5,621 3,900 (9,521) 62,208 60,751 
1988年度 35,058 23,315 7,015 4,551 (11,566) 69,939 68,363 
1989年度 40,440 23,739 7,649 5,155 (12,804) 76,983 75,386 
1990年度 42,589 27,711 8,156 5,876 (14,032) 84,332 82,651 
1991年度 43,480 30,707 10,944 6,739 (17,683) 91,870 90,021 
1992年度 42,763 28,747 13,039 7,056 (20,095) 91,605 89,589 
1)拙著『前掲書」 389,390頁参照。
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これらの「総収益」，「固有総資産期中平均残高」及び「純利益」の数値につ
いて， 「米国」地城セグメントが，全地域合計に対してどのような割合を示
しているかをみることが， IBM社の国際化・多国籍化の動向を調べるため
にも重要と思われる。
そこで，前述の図表2,図表3及び図表4における関係数値により，「米
国」地域セグメントと，地域別区分合計の割合を求めたものが，次の図表5
の数値である。なお，この地域別区分合計は「地域間振替」を含んだ額であ
り，連結数値とは異なっていることに注意を要する。
図表5によって示された数値について，「純利益」関係を棒グラフによっ
て1977年度から1992年度までの16カ年間を一覧的に示すと，次の図表6のよ
うになる。この図表をみると， 1984年度及び1985年度の全地域区分別合計の
「純利益」が最高を示しているが，また米国地域の「純利益」も， 1985年度
までそれとほぽ同じように順調に伸びていた。しかし， 1986年度以降， 1990
年度までの 5カ年間，全地域別区分合計の「純利益」は38億ドル台から59億
ドル台を維持しているが，米国地域セグメントの「純利益」は19億ドル台か
ら赤字の 3億ドル台まで業績が悪化している。さらに1991年度及び1992年度
の全地域区分別合計の「純利益」は赤字に転落し， 1992年度は約70億ドルの
巨額の赤字を出している。それは米国地域セグメントの「純利益」の赤字に
よるものが大であろう。
さらに， 全地域別区分合計の「純利益」に対する米国地域セグメントの
「純利益」の割合を一覧的に示したものが，次の図表7である。
この図表7をみると，米国地域セグメントの占める割合が50彩以上を超え
た年度は1977年度， 1979年度， 1981年度， 1982年度， 1983年度， 1984年度及
び1985年度である。 1986年度から1990年度まで， 1989年度の△8.5彩を除き，
36%から24彩台にまで下がってきている。 1991年度及び1992年度は米国地域
セグメントも全地域別区分合計も，共に純損失を出している。 1991年度は全
地域区分合計の純損失の4.75倍もの米国地域セグメントの赤字であり， 1992
年度は全地域区分合計の純損失の約79彩が米国地域セグメントの赤字であ
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固表5 地域別区分合計と「米国」地域セグメントの関係
摘 要 1977年1978年1979年1980年1981年1982年1983年|1984年
総収益
百万ドル ’ ’ ’ '‘ ’ ’ ’ 地域別区分合計 19,343 22,602 22,901 26,285 31,969 37,227 43,418 50,757 
” ‘ ’ ’ ’ ” ’ ‘’ 「米国」地城セグメント 9,683 10,866 11,720 14,041 16,945 20,903 25,402 30,445 
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
「米国」地域の占める割合 50.06 48.08 51. 18 53.42 53.00 56.15 58.51 59.98 
固有資産（期中平均残高）
百万ドル ’ 99 ’ ’ 99 99 ” 地域別区分合計 18,351 16,874 22,651 25,617 28,145 31,063 34,892 40,025 
’ ”~ ‘ ’ ” ” ’ II 「米国」地域セグメント 10,088 10,052 1 1, 364 13,184 14,880 17,525 21,056 25,739 
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
「米国」地域の占める割合 54.97 50.58 50. 17 51. 47 52.87 56.42 60.35 64.31 
純利益
百万ドル ’ ’ ’ 99 99 99 ” 地城別区分合計 2,736 3,144 3,049 3,634 3,322 4,412 5,438 6,573 
” ’ ’ ” ’ ’ ’ ’ 「米国」地域セグメント 1,503 1,560 1,612 1,725 2,094 2,766 3,296 3,981 
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
「米国」地域の占める割合 54.93 49.62 52.87 47.47 63.03 62.72 60.61 60.57 
摘 要 I1985年i1986年|1987年|1988年|1989年|1990年|1991年|1992年
総収益
百万ドル ’ ’ ” ’ ” 99 ’ 地域別区分合計 55,514 59,604 61,500 68,714 72,421 79,213 78,884 78,528 
99 ” ” 99 " ” ” ’ 「米国」地城セグメント 31,998 28,420 28,931 30,271 31,221 33,301 32,095 32,157 
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
「米国」地城の占める割合 57.64 50.21 47.04 44.05 43.11 42.04 40.69 40.95 
国有資産（期中平均残高）
百万ドル 99 99 99 99 99 99 99 
地域別区分合計 47,721 55,224 60,751 68,363 75,386 82,651 90,021 89,589 
99 ’ ” 99 /9 ” ’ ” 「米国」地城セグメント 30,140 31,680 31,172 35,058 40,440 42,589 43,480 42,763 
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
「米国」地域の占める割合 63.16 57.37 51. 31 51. 28 53.64 51. 53 48.30 47.73 
純利益
百万ドル 99 99 ” 99 99 99 ” 地城別区分合計 6,532 4,787 5,266 5,479 3,820 5,954 6,514 /i6,990 
” 99 ” 99 ” ””” 「米国」城城セグメント 3,450 1,603 1,936 1,408 /,325 1, 4451:,2, 43,t:,5, 545 
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
「米国」地域の占める割合 52.82 33.49 36.76 25.70 /J.8. 51 24. 27 475. 29 79. 33 
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図表6 純利益の年度別推移（地域別区分合計と「米国」地域分の対比）
（単位百万ドル）
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図表7 純利益に占める「米国」地域セグメントの割合
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る。
次に，売上収益，すなわち「総収益」に占める全地域別区分合計に対する
米国地域セグメントの割合をグラフで示すと，図表8の如くである。
この図表8をみると，米国地域セグメントの総収益の占める割合が50%以
上の年度は， 1977年度， 1979年度， 1980年度， 1981年度， 1982年度， 1983年
度， 1984年度， 1985年度及び 1986年度である。それが50%以上になる年度
は， 1978年度と1986年度以降1992年度まで続き， 1991年度と1992年度は40彩
台にまで下がってきている。
さらに，地域別の固有資産（期中平均残高）についてみると，全地域別区
分合計の「固有資産」に占める米国地域セグメントの固有資産の割合をグラ
フで示すと，図表9のようになる。
図表 9をみると，米国地域セグメントの固有資産残高の占め割合が50%以
上の年度が， 1977年度から1990年度までの13カ年間続いている。それが50彩
以下の割合になったのは，後の1991年度及び1992年度のみである。
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図表8 総収益に占める「米国」地域セグメントの割合
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上記の図表 7, 8, 9を比較してみると， まず，「純利益」に対する米国
地域セグメントの割合が50形を下廻るのは， 1978年度及び1980年度を除き，
1986年度以降， 1992年度まで 7カ年間続いている。しかし， 「総収益」に対
する米国地域の割合が50形を下廻るのは， 1978年度を除き， 「純利益」の場
合より， 1カ年ずれて1987年度以降， 1992年度までの 6カ年間続いている。
「純利益」の場合に比べて， 「総収益」の占める割合が落込んでくるのは，
さらにそれの 1カ年ずれており，またゆるやかな落込みである。
さらに，「固有資産平均残高」に対する米国地域セグメントの割合が507l、
以下になるのは，年度がずれて， 1991年度と 1992年度だけである。 これは
「純利益」及び「総収益」に占める米国地域セグメントの落込みよりも，米
国地域セグメントの固有資産平均残高のスリム化が遅れていることを意味し
ている。これは総収益及び純利益の落込みに対応して， リストラクチャリン
グを行ない固有資産平均残高のスリム化を図かったのが，他の地域区分より
も米国地域セグメントが年度的に遅れていることによるものと思われる。
4. 地域別セグメント財務惜報にもとづく
資本利益率分析からみた「米国」地域セグメントの状況
前節では， 地域別セグメント財務情報における実際数値によって， IBM
社の全地域別区分合計に占める「米国」地域セグメントの役割をみてきた
が，本節では，それら実際数値を諸関係比率になおして，全地域別区分合計
並びに他の地域区分セグメントに対して「米国」地域セグメントが，どのよ
うな状況にあるかをみたい。
そこで，資本利益分析の手法を使って，前述の図表2, 3及び4の数値を
利用して資本利益率すなわち固有資産純利益率，さらに，売上高純利益率及
び固有資産回転率を各年度について算出した。それを1977年度分から1992年
度分までの16カ年分を集計整理したものが，次の図表10である。
図表10の数値のうち，特に最近 5年間，すなわち1988年度から1992年度に
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図表10 地域別区分固有資産利益率関係の数値表(1) （単位：％）
摘 要 米 国 パアヨ／ーフ中ロリ東カッ／1太アジ平ア洋／ 
南北1南北
アメリカ履［口：
計 連結
1977年度
売上高純利益率 15.52 13.32 1. 53 14.15 14.99 
固有資産回転率 95.99 108.86 124.02 103.90 98.81 
固有資産純利益率 14.90 14.50 14.30 14.69 14.82 
1978年度
売上高純利益率 14.36 13. 76 12.90 13.91 14.76 
固有資産回転率 108.10 112. 49 124.29 111. 98 106.05 
固有資産純利益率 15.52 15.48 16.03 15.58 15.65 
1979年度
売上高純利益率 13.75 1. 55 9.30 12.24 13.17 
固有資産回転率 108.13 111. 10 117. 41 108.06 100.94 
固有資産純利益率 14.18 12.83 10.92 13.23 13.29 
1980年度
売上高純利益率 12.29 14.50 9.24 12.63 13.59 
固有資産回転率 106.50 112. 32 117.40 110.10 102.33 
固有資産純利益率 13.08 16.28 10.85 13.91 1 3.90 
1981年度
売上高純利益率 12.36 7.82 8.82 10.39 1. 38 
固有資産回転率 113.88 101. 67 123.56 111. 28 103.29 
固有資産純利益率 14.07 7.95 10.90 1. 56 1. 75 
1982年度
売上高純利益率 13.23 12.29 7.86 1. 85 12.83 
固有資産回転率 119. 28 113. 36 119. 64 117. 58 110.63 
固有資産純利益率 15.78 12. 79 9.40 13.94 14.19 
1983年度
売上高純利益率 12.98 13.67 8.70 12.52 13.65 
固有資産回転率 120.64 120.36 128.68 121. 69 115. 16 
固有資産純利益率 15.65 16.45 1. 20 15.24 15.72 
19碑度
売上高純利益率 13.08 15.15 10.23 7.67 (9.04) 12.95 14.33 
固有資産回転率 118.28 124.36 176.08 123.57 (147. 08) 123.54 114. 77 
固有資産純利益率 15.47 18.85 18.01 9.47 (13. 30) 16.00 16.44 
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（前頁に続く） (2) （単位：%)
摘 要 米 国ドア沿フリもカ1太アジ平ア洋1"'アメリ北疇南m北| 計 連結
1985年度
売上高純利益率 10.78 14.43 11.10 10. 74 (10. 95) 1. 77 13. 10 
固有資産回転率 106. 16 120.51 157.52 113. 34 (134. 90) 113. 65 104.89 
固有資産純利益率 1. 44 17.38 17.49 12.17 (14. 81) 13.37 13.74 
1986年度
売上高純利益率 5.64 12.75 8.94 8.57 (8. 81) 8.46 9.34 
固有資産回転率 89.71 106. 16 152. 70 102.81 (130. 43) 100.35 92.80 
固有資産純利益率 5.06 13.54 13.65 8.81 (11.49) 8.49 8.67 
1987年度
売上高純利益率 6.69 10.88 9.42 8.57 (9. 14) 8.56 9.70 
固有資産回転率 92.81 94.38 147.36 102.08 (128. 81) 98.86 89.24 
固有資産純利益率 6.21 10.27 13.88 8.74 (11. 77) 8.46 8.66 
1988年度
売上高純利益率 4.65 10.41 13.08 6.28 (10. 84) 7.97 9.20 
固有資産回転率 86.34 96.74 151.97 114. 85 (137.37) 98.25 87.30 
固有資産純利益率 4.02 10.08 19.87 7.21 (14.89) 7.83 8.£0 
1989年度
売上高純利益率 A 1.04 1. 03 1. 92 2.86 (8. 68) 5.27 6.00 
固有資産回転率 77.20 102.24 142.18 117.44 (132. 22) 94.07 83.19 
固有資産純利益率 I!, 0. 80 1. 27 16.94 3.36 (11.47) 4.96 4.99 
1990年度
売上高純利益率 4.34 10.49 10. 29 6.24 (8.76) 7.52 8.66 
固有資産回転率 78. 19 101. 67 135.36 114.01 (126. 42) 93.93 83.40 
固有資産純利益率 3.39 10.67 13.93 7.11 (11. 07) 7.06 7.22 
1991年度
売上高純利益率 /:i 7. 61 4.66 4.28 2.30 (3.39) I', 0. 65 !. 0. 92 
固有資産回転率 73.82 87.77 100. 10 131. 80 (112.18) 85.85 71. 95 
固有資産純利益率 I',. 5. 62 4.09 4.28 3.03 (3. 80) /', 0.56 f:, 0. 66 
1992年度
売上高純利益率 t:,17.24 i' 6. 61 1. 09 1. 08 (1. 40) t:, 8. 90 l:il0.64 
固有資産回転率 75.20 90.88 88.56 123.29 (100. 74) 85.72 72.02 
固有資産純利益率 /',12.97 ti 6.01 0.97 2.22 (1. 41) /', 7. 63 /1 7. 66 
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かけての状況をその平均値によってみると，次の如くである。
売上高純利益率は，米国地域セグメントがマイナスの3.38彩であるのに対
して，全地域区分合計はプラスの2.24彩である。固有資産回転率は米国地域
セグメントが78.15％であるのに対し，全地域区分合計分は91.57彩である。
さらに固有資産純利益率は，米国地域セグメントがマイナスの2.4彩である
のに対して，全地域区分合計はプラスの2.33彩である。いずれの平均値も，
米国地域セグメントは全地域区分合計分を大きく下回っており，この点から
も，米国地域セグメントが IBM全社にとって業績悪化の要因となっている
ものとみられる。
そこで，さらに売上高純利益率について，各年度経過において「米国」地
域セグメントと全地域区分合計分のいずれもが，どのような変化をたどって
きているかを対比してみるために図表を示したのが，次の図表11である。
図表11によると， 1977年度から1984年度までは，米国地域セグメントの売
上高純利益率は1980年度のそれを除き，全地域区分合計の平均値を上回って
いる。すなわち1977年度から1984年度にかけての約 7カ年間は，米国地域セ
グメントの業績面が全地域区分合計平均よりも優れており，米国地域セグメ
ントの業績が全社的に貢献していたとみられる。 しかし， 1985年度以降，
1992年度にかけての 8カ年間はいずれの年度の売上高純利益率も全地域区分
合計の平均値を下回っており， 1991年度および1992年度のそれは異常とみら
れる程，米国地域セグメントの売上高純利益率が低下してきており， IBM
全体の赤字業績を出す大きな原因となっているものと思われる。
さらに，固有資産回転率について，各年度経過において「米国」地域セグ
メントと全地域区分合計がどのような推移をたどってきているかを，対比し
てみるために描いたものが，図表12である。
図表12によると， 1977年度から1982年度までは， 1980年度分を除いて，固
有資産回転率は米国地域セグメントが全地域区分合計分のそれを上回ってお
り，米国地域セグメントが固有資産を効率的に活用していたものとみること
ができる。しかし，固有資産回転率は1983年度から1992年度にかけての10カ
62(834) 第 38巻第 6 号
図表11 各年度別売上高純利益率の地域別区分合計と「米国」地域セグメントの比較
16%-
14% 
12% 
10% 
8% 
6% 
4% 
2% 
0% 
△2% 
△4% 
△6% 
△8% 
△10% 
△12% 
△14% 
△16% 
77' 
92' 
図表12 各年度別固有資産回転率の地域別区分合計と「米国」地域セグメントの比較
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年間，米国地域セグメントのそれは全地域区分合計分の平均数値を下回って
きており， 1986年度以降両者の差は拡大してきている。これは米国地域セグ
メントの固有資産平均残高が，その年度の売上収益に比べてその割合がかな
り悪くなってきていることであり，端的には，売上収益の伸びに比べて固有
資産平均残高の伸びが相対的に高くなっているものとみられる。これはIBM
全体の業績面でも，米国地域セグメントのそれが，良くない影響を与えてい
るものと考えることができるであろう。
売上高純利益率と固有資産回転率を総合化したものと考えられる固有資産
純利益率について，各年度経過に伴ってどのように変化してきたか，特に，
米国地域セグメントと全地域別区分合計分とを対比して図示すると，図表13
図表13 各年度別固有資産純利益率の地域別区分合計と「米国」地域セグメントの比較
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の如くになるであろう。
図表13によると，固有資産純利益率は1977年度から1983年度までは， 1980
年度分を除いて，米国地域分が全地域別区分合計分の平均値を上回ってお
り，この間は米国地域セグメントのそれが IBM全社的に貢献しているもの
と考えられる。しかし1983年度から1992年度にかけて10カ年間，米国地域セ
グメントのそれは全地域別区分合計分の平均を相当下回ったものとなってい
る。この固有資産純利益率は1984年度のそれを頂点として， 1990年度のその
回復数値を除いて，それ以外はずっと下落傾向を一方的にたどっている点が
注目されるであろう。さらに，その傾向は全地域区分別合計分よりも，米国
地域セグメントにそれが強くみられるところである。
上記は，米国地域セグメント自体の個別的にみた資本利益率分析であっ
た。そこで，次に問題となるのは全社的にみた米国地域セグメントの資本利
益率はどのような貢献をなしているか，全社的に換算した資本利益率に関す
る分析を考えることである。そのために，各地域別セグメントの個別的な資
本利益率を全社的に換算した資本利益率の算出を改めて行ない，さらに，そ
の算出された全社換算した固有資産純利益率について，各地域区分合計の固
有資産純益率に占める構成割合を算出して， それらを一表にまとめたもの
が，次の図表12の各固有資産純利益率の全社的割合の換算表である。
この図表12について，そのうち特に最近5カ年間の数値について取り上げ
ることにしたい。それは1988年度までの IBM社の業絞が良好な状況を示し
ていたのに対し， 1989年度から 1992年度にかけて IBMの業綾は悪くなっ
てきている境目になっているので，特に注目すべき 5カ年間であると思われ
るからである。
全社換算した固有資産純利益率の米国地域セグメント分についてみると，
1988年度はプラスの 2.01％であり， 1989年度はマイナスの 0.4296であり，
1990年度はプラスの1.71％であり， 1991年度はマイナスの2.66％である。ま
た， 1922年度はマイナスの6.05$lるである。さらに，米国地域セグメントの全
社換算した固有資産純利益率に関する全社的な構成比率を示すと， 1988年度
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は25.67％であり， 1989年度はマイラスの8.47％であり， 1990年度は24.22?、
であり， 1991年度はマイナスの475.00％である。また， 1992年度はマイナス
の79.29％である。これは 1988年度および1990年度が，全社的に24~25％の
貢献を，米国地域セグメントが行なっているが， 1989年度， 1991年度および
1992年度はむしろ他地域セグメントがあげた業績に対してマイナスの役割，
すなわち， 1989年度はマイナス8.47形， 1991年度はマイナス475.00%,1992 
年度はマイナス 79.29%の役割しか果たさなかったことを意味する。
このことは， 1988年度から1992年度までの 5カ年間の平均をみても明白で
ある。この 5カ年平均の全社換算した固有資産純利益率は米国地域セグメン
トがマイナスの1.08％であるのに対して，全地域区分合計分のそれはプラス
の2.33％であることからも明らかである。
米国地域セグメントの全社換算した固有資産純利益率に関する全社的貢献
に占める構成比率は全5カ年平均マイナスの102.57％である。全地域区分合
計のそれはプラス20％である。このプラス20％は1988年度， 1989年度および
1990年度が純利益すなわちプラスの数値であり， 1991年度および 1992年度
が純損失すなわちマイナスの数値であったためである。これは計算上プラス
300％と，マイナス 200%の差引 100％を 5カ年平均したために20％となった
ものである。従ってさらに説明を加えると， 1988年度， 1989年度および1990
年度の全地域区分合計の純利益平均に対して，米国地域セグメントは3カ年
平均13.81％の利益貢献しているが， 1991年度および 1992年度の全地域区分
合計の純損失平均に対して，米国地域セグメントは 2カ年平均277.15％の赤
字増加に寄与していることになる。
以上のように，最近4カ年間，米国地域セグメントの業絞の落込みは目を
見張るものがある。これは IBM社のリストラクチャリング（事業の再構築）
の影響によるものであるが，さらに，追加的な種々の財務分折並びに検討が
加えられる必要があると思われる。
“IBM社における「米国」地域セグメント財務情報について＂ （末政） （839)67 
5. まとめ
米国においては， 1977年12月決算期の企業より，財務会計基準書第14号の
適用実施により，セグメント財務情報を財務諸表上に開示している。
IBM社も12月決算期の企業として， 1977年度からセグメント財務情報を
財務諸表の注記の部に開示している。本稿では，開示されているセグメント
財務情報のうち，特に地域別セグメント財務情報に限定し，その地域別セグ
メント財務情報にもとづき米国地域セグメントが全地域別区分合計に対し
て，どのような役割・意義をもっているかを，会計分折的に概観してきた。
まず，地域別セグメント財務情報により，米国地域セグメントが全地域別
区分合計に対してどのような役割を果たしているか， 総収益（売上）， 固有
資産（期中平均残高），純利益の三者のそれぞれ占める割合（比率）を，その
三者の1977年度から1992年度までの16カ年間についてみてきた。そこでは，
比重は相対的に1985年度を境として下落傾向にあることがわかった。特に，
純利益についてはそのウエイトが1988年度以降著しく低落し， 1991年度およ
び1992年度は全地域別合計の純損失（赤字）をもたらしたことに大きな役割
を米国地域セグメントが果たしていることも明確になった。米国地域セグメ
ントの全地域別区分に対して，その役割ウエイトの低下が著しいものの序順
としては，純利益をトップとし，次いで総収益（売上）の比重が下がり，固
有資産平均残高の比重はその割に減少していないところに特徴がみられる。
次に米国地域セグメント自体は個別的にみて，どのような業績をあげたか
を， 1977年度から1992年度から16カ年間みてきた。米国地域セグメント自体
の業績について，資本利益率分析を適用して考察してきたが，米国地域セグ
メント自体の資本利益率すなわち固有資産純利益率は， 1983年度を境として
全地域別区分合計のそれよりも率が低く，またその低下傾向が著しい。
固有資産純益利率の構成要因である売上高純利益率と固有資産回転率に分
けてさらに検討した結果，前者の売上高純利益率は1984年度を境として米国
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セグメントが全地域別区分合計よりも低く，その低下傾向は1986年度以降特
に著しい。固有資産回転率は1982年度を境として米国地域セグメントが全地
域別区分合計より低く，その低下傾向も著しい。
このようにみると，まず固有資産回転率が1982年度を境としてまず低落傾
向にあり，次いで固有資産率利益率が1983年度を境として低落傾向になり，
最後に売上高純利益率が1984年度から低落傾向となっている。 IBM社では，
1982年度， 1983年度， 1984年度と 1年ずれて固有資産回転率，固有資産純利
益率．売上高純利益率が低落傾向を示していることは，注目に値する特徴で
あろう。これは上記の固有資産平均残高のスリム化が米国地域セグメント
では，全地域区分別合計のそれよりも遅れていることに，その主要な原因を
求めることができると思われる。
以上のように，米国地域セグメントが全地域区分別合計に対する役割・意
義をみることができる。しかし，上記の地域別セグメント財務情報のみでは，
完全な財務分析を行うことはできないであろう。十全な財務分析を行うには，
まず，米国地域セグメント内における商品種類別の売上総利益率の年度別変
動を知ることが望ましい。しかし， IBM社の開示されたセグメント情報で
は，資料的にみてそれを分析把握することはできない。さらに固有資産残高
（期末）のみがはセグメント情報として開示されているが，その資産内訳項
目，例えば，その当座資産，棚卸資産．有形固定資産等の内訳は開示されて
いない。また，基本的には，まず産業別セグメント情報と地域別セグメント
惜報が．マトリックス的に分析できるような情報開示が望まれるが，現状で
はそれが行われていない。米国では，現在．財務会計基準書第14号の見直し
が行われており，セグメント情報の開示面での改善が期待されている。そこ
でそれらに関する今後の動きを注目していきたい。
（本稿は，平成4年度関西大学学部共同研究費による研究成果の一部で
ある。）
